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平成３０年２月２８日 

 

会 員 各 位 

 

一般社団法人 全国住宅産業協会 

中高層委員長 永 嶋 康 雄 

 

マンション管理組合への住宅宿泊事業に関する周知について 

 

拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

さて、国土交通省担当部局から「マンション管理組合への住宅宿泊事業に関する周知に

ついて(依頼）」別紙のとおり依頼がありました。 

住宅宿泊事業をめぐるトラブルを未然に防止するためにも、住宅宿泊事業の可否を管理

規約上明確化すること、又は管理組合の総会・理事会において方針を決議することに

ついての管理組合への周知につき特段のご配慮をお願い申し上げます。 

なお、「住宅宿泊事業法施行要領（ガイドライン）」等は、下記ホームページをご参照

ください。                               敬 具 

 

［添付文書］ 

 「マンション管理組合への住宅宿泊事業に関する周知について(依頼)」 

 

［参考ホームページ］ 

 「住宅宿泊事業法施行要領（ガイドライン）」 

   http://www.mlit.go.jp/common/001215784.pdf 

「分譲マンションにおける住宅宿泊事業（いわゆる民泊）の届出について」 

http://www.mankan.or.jp/html/pdf/201712minpakutodoke.pdf 

 

［問合せ先］    

  住宅局市街地建築課マンション政策室  ＴＥＬ ０３－５２５３－８１１１ 

（国土交通省代表） 

一般社団法人 全国住宅産業協会 事務局 澁田 

ＴＥＬ ０３－３５１１－０６１１ 
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